
CFOの岡﨑です。
私から、2022年８月期第１四半期の業績、および
通期の業績見通しについて、ご説明いたします。





2022年８月期第１四半期の連結業績ですが、
売上収益は6,273億円、前年同期比1.2％増、
事業そのものの利益を示す事業利益は1,161億円、同4.1％増、
営業利益は1,194億円、同5.6％増と、計画を大幅に上回る結果となりました。

特に、その他アジア・オセアニア地区、北米、欧州のユニクロ事業は
大幅な増収増益と、好調でした。
北米、欧州では、ブランディング活動を強化し、顧客層が広がっていることに加え、
値引き販売の抑制、経費コントロールを強化したことで、
利益体質が大幅に改善いたしました。

国内、グレーターチャイナのユニクロ事業、ジーユー事業は、
減収減益となりましたが、グローバルで収益の柱が多様化したことで、
連結ベースでは、計画を大幅に上回り、増収増益となりました。



まず、連結の損益計算書ですが、
売上収益は6,273億円、前年同期比75億円の増収となりました。
これは、海外ユニクロ事業が390億円、
グローバルブランド事業が26億円の増収となったことによります。
国内ユニクロ事業は274億円、ジーユー事業は66億円の減収となりました。

売上総利益率は54.0％と、同1.6ポイント改善いたしました。
これは主に、海外ユニクロ事業、国内ユニクロ事業で粗利益率が
改善したことによります。

売上高販管費率は35.5％と、同1.1ポイント上昇いたしました。
これは主に、国内ユニクロ事業、ジーユー事業で販管費比率が上昇したことによります。

その他収益・費用の合計は、32億円のプラスとなりました。

これらの結果、営業利益は1,194億円、同5.6％の増益となりました。



次に、金融収益・費用ですが、ネットで148億円のプラスとなっております。
これは主に、外貨建資産などの換算による為替差益を152億円
計上したことによります。

この結果、税引前四半期利益は1,342億円、前年同期比25.2％増、
親会社の所有者に帰属する四半期利益は935億円、同33.0％増となりました。



セグメント別の業績は、６ページのスライドの通りとなっております。



まず、国内ユニクロ事業の第１四半期の業績について、ご説明いたします。

第１四半期の売上収益は2,264億円、前年同期比10.8％減、
営業利益は487億円、同18.8％減となりました。

前年同期は、在宅需要やエアリズムマスクの販売が盛り上がったことで
業績のハードルが高かったため、この第１四半期は減収減益となりましたが、
計画に対しては、上回る結果となりました。



既存店売上高は、前年同期比7.7％の減収となりましたが、
主に、10月、11月の販売が計画を上回ったことから、
計画に対しては、上回る水準となりました。

９月から10月の中旬にかけ気温が高い日が続いたため、
秋冬商品の販売に苦戦いたしましたが、
10月中旬から気温が大幅に低下したことで、
アウターやインナーなどの防寒衣料の販売が好調でした。
11月は、後半に実施したユニクロ感謝祭の販売が好調に推移いたしました。

Ｅコマース売上高は366億円、前年同期比0.2％減となりました。
これは、前年同期が大幅増収と急拡大したことによります。
２年前比では約５割増、売上構成比は16.2％へ高まっております。



国内ユニクロ事業の第１四半期の粗利益率は、54.3％と、
前年同期比0.5ポイント改善し、計画を上回る水準となりました。

粗利益率が改善した主な要因は、
集客のための過度な値引き販売を抑制したことによる値引率の改善に加え、
欧米をはじめ海外ユニクロ事業の売上の急回復に伴い、
ロイヤリティ収入が増加したことによります。

なお、原価率については、足元の素材高や輸送費の高騰の影響を受け、
悪化傾向にあります。この第１四半期も影響は受けましたが、
悪化幅は若干にとどまっております。

販管費比率は33.1％と、同2.6ポイント上昇いたしました。
これは金額ベースでは、ほぼ計画通りの水準でした。

比率が上昇した理由としては、主に売上が減収となったことに加え、
中長期を見据え、ブランディング強化のための広告宣伝費が
増加したことによります。
また、物流倉庫の自動化投資を進めていることにより、
一時的に物流費が増加しております。

なお、店舗での生産性改善により必要人時を抑制できており、
店舗人件費は金額ベースでは減少しております。



次に、海外ユニクロ事業について、ご説明いたします。

第１四半期の売上収益は2,997億円、前年同期比15.0％増、
営業利益は599億円、同44.6％増と、大幅な増収増益となりました。
これは、計画を大幅に上回る水準です。

地域別では、その他アジア・オセアニア地区、北米、欧州は販売が好調で、
いずれも大幅な増収増益となりました。
グレーターチャイナは若干の減収、大幅な減益となっております。
収益の柱が多様化したことで、海外ユニクロ事業全体では
第１四半期は過去最高の業績を達成いたしました。

地域別の詳細は、次のスライドでご説明いたします。



グレーターチャイナは、若干の減収、大幅な減益となりました。
これは、期初に見込んでいた通り、中国大陸の業績が前年を下回ったことに
よるもので、ほぼ計画通りの水準です。

中国大陸は、減収、大幅な減益となりました。
これは、新型コロナウイルス感染症（以下、新型コロナ）に伴う厳しい規制が継続的に
実施されたことで、アパレルへの購買意欲が低下した影響に加え、
前年の売上が好調でハードルが高かったことによります。
また、10月中旬に一時的な気温の低下はありましたが、
第１四半期全体では気温が高く推移したことから、冬物商品の販売も苦戦しました。
Ｅコマース売上高も減収となりました。

販管費比率は上昇いたしましたが、これは、売上が減収となったことに加え、
ブランディングの強化、より競争力のある給与水準への見直し、ＩＴ投資などを進め、
中長期的な事業成長に向けて、投資を継続しているためです。

中国大陸は、お客様の購買意欲が低い中で、大型のセール期に売上が集中する傾向に
ありますが、ユニクロはその中でも、値引き販売を抑制し、
商品価値を伝える方針を継続しております。
W11においても、過度な値引き販売に頼らない商売を行い、アパレルの中でも８年連続で
総合１位を達成しました。
また、主要雑誌の「YiMagazine」が優れたブランドを選ぶ「トップブランドリスト」において、
10年連続で「トップブランド」に選ばれております。



香港と台湾は、大幅な増収増益となりました。これは計画を上回る水準です。

香港は、フリースやスウェットなどの秋冬商品のマーケティングを強化し、
アウトドアニーズを捉えたことで、気温が低下した10月中旬以降の販売が
好調に推移いたしました。

台湾は、10月後半に気温が急低下したことや10月から始まった
政府による消費刺激策により、ヒートテックやフリース、
ウルトラライトダウンなどの冬物商品の販売が好調でした。
売上が好調だったことから、香港、台湾ともに、粗利益率、販管費比率が改善したことで、
大幅な増益となりました。

韓国は増収増益と、計画通りの業績となりました。

増収となった要因としては、気温が大幅に低下したことで、
実需に応じた冬物商品の販売が好調だったことによります。
粗利益率は、値引き販売が減少したことで改善いたしました。
販管費比率は、１店舗当たりの売上が増収になったことで、改善いたしました。



その他アジア・オセアニア地区は、大幅な増収増益となり、売上、利益ともに、
新型コロナの影響がない２年前の水準まで回復いたしました。
これは、計画に対しても大幅に上回っております。

前年は新型コロナの影響を大きく受けましたが、この第１四半期は外出規制や
行動制限が段階的に緩和され、売上が回復いたしました。
利益面では、主に値引き販売の抑制により粗利益率が改善いたしました。
経費コントロールも強化したことで、販管費比率も改善しております。

地域別では、シンガポール、マレーシア、フィリピン、インドネシア、インド、オーストラリアは
増収増益となりました。特に好調だったのは、マレーシアとインドネシアです。
これは、期初から外出規制が緩和されたことに加え、ドライEXやジョガーパンツなど
アウトドアやスポーツの需要にマッチした商品やＴシャツ、フランネルシャツ、ボトムス
といったユニクロのコア商品がお客様から支持され、好調な販売となったことによります。

タイは、10月まで店舗の時短営業が続いたことで若干の減収となりましたが、
粗利益率が改善したことで増益となっております。足元では前年を上回る水準まで
売上が回復しております。

ベトナムは、10月中旬まで店舗の臨時休業が続いたことや
外出自粛の影響で減収減益となりました。
感染者数が高止まりしていることから、引き続き厳しい状況が続いております。

その他アジア・オセアニア地区全体のＥコマース売上高は、約６割増収と引き続き好調です。
この第１四半期にインドネシアとベトナムでもＥコマース販売を開始し、
すべての地域でＥコマースを展開いたしました。



北米は、大幅な増収、黒字化いたしました。これは、計画を大幅に上回る水準です。

米国は大幅な増収、黒字へ転換いたしました。
前年は新型コロナによる店舗の臨時休業や行動規制により、大幅減収となりましたが、
今年は店舗が通常通り営業できたことに加え、旅行需要が一部回復したことで、
販売が好調に推移いたしました。

また、ブランディング強化のための情報発信やコア商品の商品特性、
新商品のニュース発信など、きめ細かいマーケティングを継続したことで、
売上は前年を大きく上回りました。
特に、アウターやフリースなどのコア商品の販売が好調でした。

また、値引き販売を抑制したことで、粗利益率が大幅に改善し、
営業利益は黒字となりました。



欧州は、大幅な増収増益、計画を大幅に上回る業績となりました。
既存店売上高は、新型コロナの影響がない２年前の水準を上回っております。

今年は経済活動の再開に伴い、お客様の購買意欲が高まったこと、
気温が例年に比べて低く推移したことで商売環境が良好に転じました。

また、この１年間、コロナの環境下で、Ｅコマースのアプリ会員を増やしたことに加え、
ブランド認知度を高めるための取り組みを強化したことで、
ユニクロへのお客様の支持を高めることができ、新規のお客様も増加いたしました。

特にこの第１四半期は外出や国内旅行に伴う外着ニーズが高まる中、
シームレスダウンなどのアウターやヒートテックインナーをしっかりと
訴求することができ、大幅な増収となりました。

粗利益率、販管費比率ともに改善したことで、営業利益は大幅な増益となりました。
粗利益率は、主に値引き販売の抑制により改善しております。
また販管費比率は、売上が好調だったことに加え、
継続的な経費コントロールにより、改善いたしました。



次に、ジーユー事業ですが、売上収益は698億円、前年同期比8.7％減、
営業利益は89億円、同34.5％減と、減収、大幅な減益となりました。
これは、ほぼ計画通りの水準です。

前年同期の業績のハードルが高かったことに加え、９月から10月上旬にかけて
気温が高く推移し、秋物商品の販売に苦戦したこと、生産や物流の遅延の影響で、
冬物商品の立ち上げが遅れたことにより、第１四半期の既存店売上高は
減収となりました。

粗利益率は、同1.7ポイント低下いたしました。
これは主に、立ち上がりが不振だった秋物商品の在庫処分を進めたことで
値引率が上昇したことに加え、
素材高や輸送費の高騰の影響を受け、原価率が若干上昇したためです。

販管費比率は、同3.2ポイント上昇いたしました。
これは主に、Ｅコマースの拡大に向けて西日本に自動化倉庫を稼働したことにより
一時的に物流費が増加したこと、ブランディングのためにマーケティングを
強化したことによります。

なお、Ｅコマース売上高は、前年同期比で増収、２年前比でも約４割の増収と好調でした。
売上構成比は約13％となっております。



次に、グローバルブランド事業について、ご説明いたします。
第１四半期の売上収益は307億円、前年同期比9.5％増、
営業利益は25億円、前年の赤字から黒字に転換いたしました。
これは、ほぼ計画通りの水準です。

セオリー事業は、大幅な増収増益となりました。
これは主に、米国事業の業績が回復し、黒字に転換したことによります。
米国事業は、新型コロナによる規制がなく通常通りの店舗営業ができたことに加え、
行動規制が緩和されたことで消費意欲が高まり、
11月のブラックフライデー商戦を中心に好調な販売となっております。
また、お買い求めやすい価格帯の商品の販売も好調で、顧客層が広がっております。

プラステ事業は、減収減益となりました。
これは、９月に緊急事態宣言の影響を受けたことや、気温が高い日が続いたことで、
集客に苦戦したことによります。

コントワー・デ・コトニエ事業は、大幅な増収、事業利益の赤字幅は縮小いたしました。
これは、前年同期に新型コロナの影響で、フランスで店舗の臨時休業などがあり、
大幅な減収となった一方で、
この第１四半期は、通常通り営業ができたことに加え、
不採算店舗の閉店を中心とした事業構造改革を進めたことで、
経費効率が改善したことによります。



次に、2021年11月末のバランスシートをご説明いたします。

資産合計は２兆6,587億円、前年同期末比1,192億円増加、
負債合計は１兆3,938億円、同1,065億円減少、
資本合計は１兆2,648億円、同2,258億円増加いたしました。

資産合計の増減の詳細については、次のスライドでご説明いたします。



資産合計が前年同期末比1,192億円増加した主な要因をご説明いたします。

現金及び現金同等物は、同495億円増加いたしました。
これは、ユニクロ事業を中心に営業キャッシュ・フローが増加したことによります。

棚卸資産は、同９億円増加と、ほぼ前年並みとなりました。
国内ユニクロ事業は148億円減少いたしました。
これは、在庫コントロールを強化したことで、秋冬商品を中心に減少したことに加え、
物流の混乱による入庫遅延の影響もあります。

海外ユニクロ事業は139億円増加いたしました。
これは主に、人民元に対し、為替が大幅な円安となったことから、
中国大陸で円ベースの在庫金額が増加した影響が大きいです。
その他の地域は、販売が好調だったことに加え、入庫遅延の影響を受けたことから、
在庫が減少しております。

ジーユー事業は45億円増加いたしました。
これは、販売不振が継続していることから、夏物商品、秋物商品の在庫に
やや過剰感があるためです。
2022年８月期下期にかけて、在庫を適正化していく予定です。



次に、キャッシュ・フローですが、
営業活動によるキャッシュ・フローは844億円の収入、
投資活動によるキャッシュ・フローは218億円の支出、
財務活動によるキャッシュ・フローは651億円の支出となりました。

これらの結果、現金及び現金同等物の期末残高は期首に比べ、264億円増加し、
１兆2,041億円となっております。



次に、2022年８月期の通期業績予想について、ご説明いたします。

通期の業績予想は、期初予想から変更しておらず、増収増益を見込んでおります。

第１四半期は、売上収益、営業利益ともに、計画を大きく上回る結果となり、
年末年始を終えた現時点でも、順調な進捗となっております。

新型コロナのオミクロン株の感染がグローバルで拡大しており、
今後の状況を見通すことは難しいですが、
現時点では、通期の業績予想は達成できると考えております。

なお、金融収益・費用の前提としている為替レート１ドル109.9円に対して、
現在は円安傾向にありますが、為替動向が不透明なため、
通期の業績予想における為替レートも、期初予想から変更しておりません。



次に、セグメント別の通期の業績予想について、ご説明いたします。

海外ユニクロ事業は、第１四半期は計画を大きく上回る結果となりました。

12月は、中国大陸は、新型コロナによる厳しい行動規制が続いており、
アパレル消費が低迷していることから、業績が計画を下回りました。
ただし、その他アジア・オセアニア地区、北米、欧州を中心に
計画を上回る好調な販売となっていることから、
上期では、計画を上回り、大幅な増収増益を達成できる見込みです。

地域別では、グレーターチャイナは、上期は減収、大幅な減益、
計画を下回る見込みです。
韓国は、計画通り、上期は増収増益を見込んでおります。
その他アジア・オセアニア地区は、上期は大幅な増収増益、
新型コロナの影響がない２年前の水準まで回復する見込みです。
北米は、上期は大幅な増収、営業利益は黒字化、
欧州は上期は、大幅な増収増益を見込んでいます。



国内ユニクロ事業は、第１四半期は計画を上回る業績となりました。
12月の既存店売上高は11.1％減と、ほぼ計画通りの進捗となりました。

ただし、遅延していた一部の商品が、第２四半期に本来のタイミングより
遅れて入庫しているため、シーズン末にかけて、在庫処分のための値引き販売を
強化する予定です。
この結果、第２四半期３ヶ月間の粗利益率は期初計画より低下する見込みです。
上期全体では、減収、大幅な減益となる見込みですが、計画をやや上回る水準を
達成できる見込みです。

ジーユー事業は、第１四半期、12月ともに、ほぼ計画通りの業績となりました。
上期は、前年の販売が好調でハードルが高いことから、減収、大幅な減益となる
見込みです。

グローバルブランド事業は、第１四半期は計画通りの進捗となったことから、
上期は、期初予想通り、大幅な増収、黒字化する見込みです。
事業別では、セオリー事業は、上期は大幅な増収増益、
コントワー・デ・コトニエ事業は、大幅な増収、赤字幅は縮小する予想です。

最後に、配当金につきましては、中間配当金260円、期末配当金260円、
あわせて年間で520円と見込んでおり、期初から変更しておりません。

以上で私からの説明を終わります。ありがとうございました。








